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共同居住型空家等利活用事業
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区は、学識経験者をはじめ関係団体の方々と
「北区居住支援協議会」を設立し、各団体と連
携・協力しています。 
民間賃貸住宅の家主（オーナー）の方々へ、
入居前 から入居後のお困りごとに対する様々
なご支援を行 い、ご理解とご協力をいただき
ながら、住まいの確 保にお困りの方々（※）
の居住支援に取り組んでい ます。

 
不動産団体

学識経験者 北区

居住支援法人

福祉団体



刊行物登録番号 7-2-149
東京都北区都市整備部住宅課住宅支援係　☎ (3908) 9203

北区王子本町 1−15−22 第二庁舎 3 階
8 3

高齢者世帯、障害者世帯、子育て世帯、外国人世帯、解雇等による住居退去者世帯、セーフティ
ネット住宅（登録住宅）入居者世帯及び認定住宅（居住安心援助賃貸住宅）入居者世帯の賃
貸住宅入居時の家賃債務等を保証し、賃貸住宅への入居を支援する制度です。 

（一財）高齢者住宅財団が当該世帯の連帯保証人となります。 

（一財）高齢者住宅財団

居住支援法人とは、改正住宅セーフティネット法に基づき、住宅確保要配慮者の民間賃貸
住宅への円滑な入居促進を図るため、住宅確保要配慮者に対し、居住支援を行う法人とし
て、都道府県が指定するものです。居住支援法人が行う居住支援業務は、登録住宅の入居
者への家賃債務保証、住宅相談など賃貸住宅への円滑な入居に係る情報提供・相談、見守
り等の生活支援等です。

生活保護法に基づく住宅扶助として、生活保護受給世帯に家賃等の支給を行っています。
一定の条件を満たす場合、家主の方に直接家賃を支払う代理納付制度についてご相談い
ただけます。

高齢者等が安心して住み続けるため、利用者の負担で見守りサービスや葬儀の実施、残存
家財の片付けのサービスが提供されることにより、高齢者等の病気・事故・孤立死等の不
安を解消し、安心して居住できるよう支援します。葬儀の実施・残存家財の片付けサービ
スのセットについては、契約時の費用負担が少ない、「月払いタイプ」（年齢制限等条件
あり）もあります。

東京都のホームページをご確認ください。
居住支援法人のサービス内容や指定申請等の方法をご確認いただけます。

概要について︓生活福祉課庶務計画係（第3庁舎1階）
個別・具体的な内容について︓生活福祉課 保護第1係～第８係（第3庁舎1階、2階）

北部地域保護担当課 保護第9係～第13係（第5庁舎）

北区に1年以上居住している65歳以上の高齢者世帯、障害者世帯及びひとり親世帯が、
民間賃貸住宅の賃貸借契約及び更新をする際に、「家賃債務保証制度」を利用する場
合の保証料を一部助成します（上限2万円）。
※利用する保証業者等の条件があります。

住宅課住宅支援係（第2庁舎3階10番窓口）
☎（3908）9203

家賃債務保証支援事業


